
 
令和７年度 第 2 回 下野市地域自立支援協議会 

次  第 
 

【日時】令和７年 7 月 29 日（火） 
１３時３０分〜１５時３０分 

【場所】庁舎２０３会議室 
 
１． 開会 
２． 会長あいさつ 
３． 議事 
 
第１部 全体会 
（１）こども部会からの報告                           （資料１） 
（２）下野市障がい児者相談支援センター活動報告              （資料 2-1、2-2） 
（３）ふくしフェスタについて                          （資料３） 
（４）日中サービス支援型共同生活援助に係る評価    （資料 4-1、4-2、4-3、4-4、4-5、4-6） 
（５）就労選択支援事業所（はくつる会）について              （資料 5-1、5-2） 
 
 

＜休憩＞ 
 
第２部 部会 
（１） 部会（相談支援／就労／こども）：令和 7 年度事業取組        
（２） 発表 

 
４． 閉会 
 
 
 
 
 
 
 

    



令和７年度 第２回 下野市地域自立支援協議会 

下野市児童発達支援・放課後等デイサービス事業者連絡会 報告 
こども部会 

 

１．開催日時等 

【日 時】 令和７年６月３０日（水）１０：００〜１１：４５ 
【場 所】 市庁舎２０３会議室 
【参加者】 １２事業所１３名＋事務局（こども部会）５名 

◆けやき 
◆みのりの杜キッズスクール小金井 
◆みのりの杜キッズスクール自治医大 
◆トータスジュニア下野 
◆トータスジュニア自治医大 

 

２．協議内容 

（１）リーフレットの改訂 
事業所が増加したため、昨年度作成したものを改訂することとなる。 

 
（２）支援における課題について意見交換・情報共有 

◆５領域に対応した個別支援計画 
◆地域交流・社会参加の工夫 
◆学校との連携 
◆防災の取り組み 

 
令和 6 年度の改正で、5 領域に対応した個別支援計画の作成、および支援が求められるよう

になった件については、「徐々に慣れてきた」「明確な指標ができたことで、逆に評価しやすく
なった」とする一方で、「利用回数の少ないお子さんは立案に苦労する」という意見もあった。 

地域交流については、「児童館であれば短時間でも入りやすい」という意見のほか、市外事業
所の取り組み例が共有された。 

学校との連携については、「短時間でやり取りする」「年１回面談の機会を設けている」」「保
育所等訪問の活用」等、各事業所で試行錯誤していることが分かった。また、「保護者を介して
やり取りしようとしても、保護者にも特性がある場合は難しい」という意見もあった。 

 
（３）次回連絡会について 

研修や施設見学等を事務局より提案。 
虐待やハラスメントに関する研修を実施してほしいという意見があがった。 

資料 1 

◆こどもサポート教室「きらり」下野校 
◆重症児デイサービス DAIJI 
◆クローバーふたば／わかば 
◆fuwari〜ふわり〜 
◆俱に 
◆こばと園 
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令和７年度 第２回 下野市地域自立支援協議会 

下野市障がい児者相談支援センター 活動報告 
 
 

１．相談支援事業者連絡会 

【日 時】令和７年５月１４日（水）１５：００〜１６：３０ 
【場 所】市庁舎 ３０１会議室 
【参加者】１０事業所１２名 および事務局２名 
【内 容】 

 
 
 

業務上の疑問・困りごとについては、「事業所側から個別支援計画の提供があるか」「複数の放課
後等デイを利用している場合、全ての事業所にモニタリングで出向くべきか」「外国の方に対して
翻訳アプリ等を駆使して説明しているが、意図が伝わっているのか心配」等の話題があがった。 

 
 

２．障がい福祉セミナー 

【日 時】令和７年６月６日（水）１４：００〜１５：３０ 
【場 所】市庁舎３０３・３０４会議室 
【参加者】３４名（保護者、市職員等） 
【題 目】「共生社会の実現に向けて〜障害者差別解消法とは〜」 
【講 師】栃木県社会福祉士会 会長 松永 千惠子 氏 
 

適宜グループワークを取り入れながら、合理的配慮の提供、不当な差別的取扱いの禁止、建設的
対話の重要性等について学んだ。アンケートでは、「窓口対応の際、付き添いの方ではなく、本人
ときちんと話をする必要があると感じた」「どのような対応が適切なのか、相手の状況等をよく聴
き、対話をしていくことが大切だと思った」等の感想が寄せられた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

◆新規事業所について情報共有。 
◆就労選択支援の研修（４月２５日）報告。 
◆業務上の疑問・困りごとについて意見交換。 

資料２−１ 
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３．受理ケース・地域課題検討会議で把握された地域課題（４月〜７月） 

 
a) 資質向上 

◆初期介入が不十分だと、必要な支援につながらないおそれがある。 
◆事業所の人員不足や支援の質により、利用者に影響することがあった。 
◆守秘義務について改めて意識する必要がある。 

 
b) 障がい種別ごと 

◆視覚障がい者（特に中途障がいの方）が、視覚障害者協会などの当事者活動について知る機会
が少ない。 

◆ALS 患者家族の支援が必要。 
◆高次脳機能障がいについて、知っていただく機会が増えるとよい。 
 

c) サービス種別ごと 
◆ヘルパーの人手不足が深刻。 
◆就労 B の在宅利用のあり方について検討が必要。 
◆市内に就労移行支援事業所がなく、就労選択支援が設置されるかどうかも現時点では未定で、

就労アセスメントの実施が困難。 
 
d) その他 

◆特別支援学校中退後の居場所、通所先の候補が少ない。 
◆障がい者に対する性教育が整備されていない。 
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 資料３  

令和７年度 ふくしフェスタについて 
 
令和 6 年度と同様、今年度も１０月に開催予定です。 

地域自立支援協議会各部会から１名ずつ委員さんのご協力をお願いします。 

 
 

開催日：令和 7 年 10 月 4 日（土） 

場 所：ゆうゆう館 

時 間：9：00〜15：00 ※雨天決行 

9：30〜12：00 （委員の皆様にご協力いただきたい時間） 

実施内容（案） 

★ワークショップ 「キラキラドームを作ろう！」 

★「こんな下野市になったらいいな」をテーマに張り紙 

★自立支援協議会の活動展示、チラシ作成・配布、防災グッズ等の展示、啓発物配布 

★ゆうがおピア部との交流 

 

 

 



 
（ 様式1 ） 

日中サービス支援型共同生活援助実施状況報告書 

 

令和7年6月19日 

下野市地域自立支援協議会 御中 

 

（申込者）ソーシャルインクルーホーム下野仁良川 

所 在 地 
栃木県下野市仁良川 1295-1 11 街区

23 

法 人 名 ソーシャルインクルー株式会社 

代表者職氏名 
代表取締役 

松下 展千 

担当者氏名 江森 義明 

連絡先 0285-37-4729 

 

 下記のとおり、日中サービス支援型指定共同生活援助の実施状況等について、関係書類を

添付して報告します。 

 

記 

 

１ 事業所名 

ソーシャルインクルーホーム下野仁良川 

 

２ 事業所所在地 

栃木県下野市仁良川1295-1 11街区23 

 

３ 事業の開始年月日 

令和4年8月1日 

 

（添付書類） 

 ・日中サービス支援型共同生活援助事業評価シート 

  

 

資料4-1 



資料4-2

項目

（資格内容）介護福祉士
（資格内容）サービス管理責任者（基礎・実践）2名

（資格内容）              

（資格内容)強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）

身体障害
総数  1人

知的障害
総数  7人

精神障害
総数  ８人

難病等
総数   人

【夜間】

医療的ケアの必要な者：    6人 インスリン：5名（女）、胃ろう：1名（女）

年齢

世話人

    令和7年度日中サービス支援型共同生活援助事業評価シート      R7.3.31現在  （様式2）

3.利用者の状況

強度行動障害のある者：    4人 男：2名、女：2名

精神障がいのある者：     8人 男：2名、女：6名

利用者の障害特性等

区分6：   0人、区分5：      0人、区分4：   1人、区分3：   ０人、
区分2：   ０人、区分1：   ０人、区分なし：   ０人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：  0人
主なサービスの種類（生活介護・就労B・デイケア              ）

区分6：   ５人、区分5：   ０人、区分4：  ２人、区分3：   ０人、
区分2：   ０人、区分1：   ０人、区分なし：   ０人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：   ５人
主なサービスの種類（生活介護                   ）

2.人員配置

管理者
サービス管理責任者

生活支援員（1人以上）

1人
2人

（実配置職員数）          11人
（常勤換算後）          5.0人
（実配置職員数）          5人

（常勤換算後）           3.8人

1.施設概要

人

ソーシャルインクルー株式会社
ソーシャルインクルーホーム下野仁良川
栃木県下野市仁良川1295‐1 11街区23

20人

【定員数】

法人名
事業所名
事業所所在地
定員（共同生活援助）
定員（短期入所）

60代以上：   ３人、50代：   ８人、40代：   2人、30代：   ２人、
20代：   1人、10代：   ０人

生活支援員
（実配置職員数）          5人

（常勤換算後）           1.1人

【事業所記入欄】

共同生活住居数

10人＋SS１名
10人＋SS１名

2人
20戸

【住居名】
ソーシャルインクルーホーム下野仁良川Ⅰ
ソーシャルインクルーホーム下野仁良川Ⅱ

【日中】

世話人（2人以上）

（実配置職員数）          6人
 （常勤換算後）          1.2人

区分6：   ２人、区分5：   ２人、区分4：   ３人、区分3：   １人、
区分2：   ０人、区分1：   ０人、区分なし：   ０人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：   ７人
主なサービスの種類（生活介護・就労B・デイケア               ）

区分6：    人、区分5：    人、区分4：    人、区分3：    人、
区分2：    人、区分1：    人、区分なし：    人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：    人
主なサービスの種類（                              ）

支援区分



日中サービス支援型共同生活援助運営評価視点 資料4-3

項目 ☑ 求められる状態像
【事業所記入欄】

現状及び課題
具体的事例・内容など

□ 利用者の意思及び人格を尊重し、すべての職員が人権意識を
持ってサービスを提供しているか。

年1度の権利擁護の研修を行っており、事務所内での掲示物に
おいて、人権意識の向上を図り、周知徹底を行っている。

□
　
求められる日中サービス支援型グループホーム事業について
正しく理解し、適切な運営体制の構築に努めているか。

人員体制を確保し、日中夜間共に１～２名を各階配置してい
る。必要書類等の管理保管を適宜確認及び保管し、法令順守
を徹底している。

□ 業務継続計画（ＢＣＰ）は策定されているか。

（計画内容について）
BCPの作成を行っており、計画内容の確認を随時行っており、
変更事項については随時更新している。

□ 障害福祉サービス等情報公表システム（通称：WAMNET)にて、
必要な情報を更新しているか。

（取組実績について）
本社一括管理において、毎年必要事項においての更新と、確
認を行っており、事業所単位でも内容の確認及び、掲示を
行っている。

□
重度化、高齢化のために日中活動サービス等を利用すること
ができない利用者を積極的に受け入れられる体制（ハード
面、ソフト面含む）が整っているか。

（取組実績について）
ソーシャルインクルーの受け入れ態勢として、中度～重度の
障害を持つ方の受け入れをしており、1階2階とも完全バリア
フリー対応となっている。各種研修にて、介護技術や支援方
法を伝達している。

設備の確保

□
スロープ、手すり、点字、エレベーター、スプリンクラー、
介護用浴槽、介護用寝台、車いす対応トイレ、オストメイト
対応トイレなど、利用者の障がい特性や利用者の重度化、高
齢化に配慮した設備環境を整えているか。

（設備図面の提出や設備の分かる資料）
ホーム内バリアフリーを徹底しており、玄関部のスロープや2
階フロアへのエレベーター完備、各種防災設備の設置や防災
訓練（担当消防署に届け出と訓練依頼）を行っている。

□
従業者の資質向上のため、重度の障がい特性や、高齢化に伴
い発生するニーズ・課題等に対応できる研修体制を整えてい
るか。

（実施した研修会等の実績）
障害特性の勉強会は、年に1度全職員対象でレポート提出型の
勉強会を行うと共に、毎月のホーム会議にてご利用者様の支
援内容の見直し検討を行っている。

□
特に、強度行動障害や、精神疾患に起因する不穏時、緊急時
の対応方法（幻覚・妄想、希死念慮、自傷行為等）について
正しく理解し、共有しているか。

（共有方法、共有実績内容等）
強度行動障害に対しては、研修を受けた職員を２名配置して
おり、現在下野仁良川に関しては、５名の対象利用者が入居
されている。かかりつけの医師等との受診同行にて連携を
行っている。

□ 必要な専門性を意識した採用を行っているか。

下野仁良川に関しては、１階が医療ホームという事もあり、
日中帯での看護師１名以上の配置を行っている。

□ 職員のストレスマネジメントについて取り組んでいるか。

（取組内容について）
世話人や支援人に対し、年に２度の面談機会を設けているほ
か、随時必要な方に関しては、話し合いの場を管理者及びマ
ネージャーが対応している。

□ ダブルワーク等の職員の就業体制について適切に把握し、務
時間を管理しているか。

（取組内容について）
面接時に希望勤務可能日の確認を行っており、それ以外での
希望休も月２～３日設けており、対応行っている。

□ 離職防止、職員定着及び育成のための取組みを行っている
か。

（取組内容について）
入社時研修を行いその後、１カ月の勤務の間にOJT研修を実施
し、分からない事や不安な事を払拭し、職員全体でフォロー
できる体制を取っている。

□ 機能低下を防止する取組みを行うなど、利用者ごとの課題や
特性に対応した日中支援を行っているか。

（取組内容について）
基本的にできることに対して、必要に応じ見守りや声掛けに
て、実際に取り組んでいただき、極力残存能力の維持向上出
来る様支援行っている。

□ 日中をＧＨ内で過ごす利用者に対し、どのような日中サービ
スを提供しているか。

（取組内容について）
昼夜逆転無い様に、時間感覚が薄い方に対しては、定時での
お茶誘導や声掛け、話し相手や興味のある趣味の物に対し
て、提供行っている。

□ 外出や余暇活動等によって充実した地域生活が送れるよう、
利用者ごとのニーズに対応した余暇支援を行っているか。

（支援活動の実績など）
地域活動（防災訓練や近隣での催し）への参加や近隣での散
歩等ご利用者様の特性に合った活動の参加を行っている。

□
多様な障がい特性による対人関係や集団生活における課題に
対し、利用者の安全安心な空間を確保するための工夫をして
いるか。

（工夫内容について）
トラブル防止のために、特性的に相性が悪い方に対して、生
活時間や場所をずらし、お互いのメンタルヘルスを正常に保
てるように配慮している。

□ 利用者の日中活動系サービス事業所等と、必要に応じ情報共
有を行い連携した支援体制を構築しているか。

（連携体制、連携方法、実績について）
毎朝の送迎時の申し送りはもちろん行い受診時の医師からの
指示等必要事項については、書面で共有行っている。

日中支援
の体制

【地域協議会記入】
要望・助言・評価

問題がない場合は□にチェック）

基本方針

□図面の提出、施設内部確認
別紙平面図参照

人材確保
育成のた
めの取組
み

□具体的な研修内容について
会社独自の研修会を実施（全国統一）
1回/月、日勤、夜勤者同様の研修
業務時間内に研修書類を読み、レポートを提出
※別紙資料参照

□BCPの確認
令和6年9月作成（更新）
市外利用者がメイン

□情報の整合性について確認
ワムネット修正・更新

□勉強会の具体的内容について
年間スケジュール参照
□ホーム会議にて見直し検討の対象者は日勤者？
日勤者・夜勤者 同様のレポート提出
□資格取得者の人数・資格内容について
世話人11人のうち、看護師：2名、介護福祉士：2名
生活支援員：ヘルパー2級：1名、強度行動障害支援者研修：1名

□様式2との人数の相違について
日中は必ず看護師を配置している。

□処遇改善加算は実施しているか
処遇改善加算あり：ワムネット修正する

□OJTの具体的な研修内容について
経験のある職員が、新人職員への日々の業務の対応や利用者の特徴
を指導し、レポートの提出をさせている。
□研修を担当する職員の確認
半数以上は1年以上の経験者。半数が無資格
□離職率の確認
本社に情報あり

□個別支援計画に落し込みはできているか
例）歩きたい⇒歩行訓練を実施する
  点字の読み方の勉強
生活介護を利用し機能維持
□生活訓練の実施の有無について確認
重度の方が多いため個別対応で散歩等が多い

□地域活動の具体的内容について
地域活動への参加はなし
レクリエーションの予算付けあり
体操や散歩がメイン、トランプ、カード、オセロなどのゲームや
スーパー、コンビニ、薬局、本屋などへの外出支援
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□
住まいとして生活を送るための必要な環境を居室に整えてい
る。（例：エアコン、寝具、収納用具、カーテン等）管理的
な印象を与えないよう、利用者の意思を尊重し、利用者を主
体とした日常生活上の支援を行っているか。

（取組実績について）
ソーシャルインクルーとして、エアコンと照明器具の設置の
みで居室の提供をしており、趣味嗜好にあった家具や持ち込
み（危険物を除く）に対しては制限を設けていない。カーテ
ンに関しては建物の特性として、防炎の物の指定は行ってい
る。

□  調理、洗濯その他の家事等は、原則として利用者と従業者が
共同で行うよう努めているか。

家事に関しては、利用者様のできる範囲での作業に関してお
願いをしている。しかしながら安全を考慮して、調理に関し
ては、怪我や火傷等おきない様職員対応する事や洗剤等誤飲
の危険性のあるものに関しては、立ち会って行っている。

□ 家族や地域住民、自治会活動などへの交流機会が確保されて
いるか。

（交流機会等の実績について）
ご家族の面会等時間以外の制限は設けておらず、外泊等行え
る方に関しては、行っている。

□ 地域連絡推進会議は実施しているか。

（実施状況について）
毎月、全利用者様の相談員や家族、連携している職種に対
し、報告を１度以上行っている。

□ 利用者に対する指定計画相談支援の提供は別法人が行ってい
るか。

（別法人等による指定計画相談支援の状況）
別法人等（18）名中（18）名

□ 実習生やボランティアを受入れているか。

（受入人数）
実習生　　　　０名・ボランティア　　　０名
（受入事例）
今後ご利用者様の趣味嗜好等を聴取しながらボランティアの
受け入れ等検討している。

□
 障がい児・者基幹相談支援センター、地域の関係機関と連携
を図ることで、自らの事業所の活動について理解を促し、
バックアップ体制の確保に取り組んでいるか。

（連携内容等について）
近隣の相談支援センター等挨拶活動を行っており、入居状況
や活動状況を伝えており、今後も継続して行っていく予定。

□
入居前に利用者（及び家族）の意向や特性を十分に確認した
上で、利用者（及び家族）の意思やニーズに基づいた契約を
行っているか。

入居する上で基本、見学や実調、担当者会議を経て入居につ
なげており、それらに基づいた要綱にてサービス管理責任者
が計画を策定し、それに基づいた支援を行っている。

□

アセスメントやモニタリングの際に、利用者の意に反した
サービス提供や、提供の制限がされることのないよう、障が
い特性に応じた十分な意思決定支援を行っているか。（話し
やすい環境や時間の設定、十分な情報や明確な選択肢の提
供、写真や映像などの本人が理解しやすいツールの使用、他
者からの不当な影響を受けない配慮等の取組み）

（取組実績について）
サービス管理責任者によるアセスメントやモニタリングに関
して、プライバシーの配慮や利用者の理解力等配慮し、意思
疎通難しい方などは、ご家族様や代理人様等に対して説明を
お行い配慮している。

□
他法人の相談支援事業所を利用するなど、多様な視点を取り
入れる仕組みを構築し、閉鎖的な支援とならない体制を確保
しているか。

（体制の内容について）
相談支援事業所に関しては全利用者他法人の相談員となり、
閉鎖的な環境にはなっていない。

□ 必要に応じ、医師や看護師の訪問等による健康チェックや医
療的ケアを提供できる体制を確保しているか。

（体制の内容について）
協力医療機関との提携を結んでいる事と、日中に関しては看
護師配置を行っており、健康状況に応じての対応が出来てい
る。

□
通院が必要な利用者については、入居前からのかかりつけ医
への通院継続を担保するなど、利用者主体の医療連携体制を
確保しているか。

（具体的な医療連携の事例など）
原則的に、通院先の変更等は行っていないが、遠方からの入
居等やむを得ない理由の場合においては、事前確認と許可を
行い診療情報提供書を頂き、近隣の医療につなげている。

□ 必要に応じ、身体能力の維持・向上のためのリハビリテー
ションを提供できる体制を確保しているか。

（取組実績について）
訓練や指示が出せる有資格者がいない為、簡単なストレッチ
やラジオ体操等簡略的なものは行っている。

□ 身体機能や障がい特性に応じ、介護食の提供、介護用品の活
用及び十分な見守り等の支援体制を確保しているか。

（取組実績について）
ご利用者様の食形態に合った常食・一口大・刻み・ムース等
の調整が出来、食事の際も見守り、一部介助、全介助等その
方に合った支援を行っている。

□ 利用者の嗜好やアレルギーについて配慮したメニューを用意
し、利用者が食事時間を選択できる体制を確保しているか。

（取組実績について）
嗜好アレルギーに対しては、食品会社との連携を図り、代替
品での提供が出来ている。時間に関しては、声掛けを行い衛
生面を考慮し、２時間の保存期間内であれば、変更可能と
なっている。

□ 人権を尊重した支援が行われているか定期的に自主点検して
いるか。

（点検方法について）
個人個人の人権を尊重した対応しており、接遇や人権の研修
を年１度行っている。

□
カメラを設置する場合は、目的を利用者及び従業者へ説明
し、利用者のプライバシーに十分に配慮して運用している
か。

（取組実績について）
カメラ設置に関しては、入り口に設置理由と目的の案内を
行っており、プライバシーに対して配慮した設置となってい
る。

□ 必要に応じて成年後見制度等の権利擁護制度を活用し、連携
した支援体制を構築しているか。

（取組実績について）
成年後見制度を活用したご利用者様もおり、都度必要な方に
関しては、相談員と連携し、制度の利用を行っている。

人権の尊
重、権利
擁護のた
めの取組
み

サービス
の評価体
制

健康管理
の取組

食事の提
供体制

生活環境
の確保

地域に開
かれた運
営

□現地確認
現地確認済

□具体的な自治会活動、交流会の確認
現時点では参加・交流はなし

□地域連絡推進会議の具体的な内容について
□地域連絡推進会議の理解について
連絡会議なし。9月までには計画する予定
□実際の人数は
16人：基準日により異なる

□利用者の趣味嗜好により、どのようなボランティアの受入れを検
討しているのか
障がい者をサポートスタッフとして受入れているが実際の雇用は現
在0人
□支援センター等への挨拶はいつ行われたか
今後積極的に相談を行っていきたい

□相談支援事業所数は
11事業所
相談員との連携を図っているが来所しない相談員もいる
□24時間体制の詳細について
看護師の対応について確認
□健康診断の機会の確保について
年度内に取組を検討する

□通院サポートの有無について
□同行の有無について
定期通院は全員あり。サポート同行あり

□提供する食事の献立について
別紙参照
□どのように調理し、どう提供しているのか
ムース、ペーストなどは業者に依頼
利用者に合ったサイズに世話人が刻み等を行う
□食事の料金について
朝・昼：300円、夜：400円

□具体的な研修内容について
年間研修スケジュール参照

□相談員とはどのような連携を図っているのか
モニタリング時に相談
□入所当初から成年後見制度を活用している利用者の人数。：1人
入所後に制度を活用した人数の確認：0人
今後全員が必要となるであろうと想定している
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□ 排泄・入浴を伴う介助や、居住エリア等については、利用者
の性自任に配慮した支援体制に努めているか。

（具体的配慮について）
各設備に関しては、扉と鍵が付いており、安全面を考慮しな
くてはならない利用者様に対しては、事前に声掛け等行い職
員が介助している。

□ 苦情に関する相談窓口を設置し、苦情発生時はすみやかに事
実確認を行い、必要な対応及び説明を行っているか。

（対応実績等について）
相談窓口に関して掲示しており、随時お問い合わせのあった
内容に関しては、報告書の記載および、必要に応じ各部署に
対し上告行っている。

□
虐待防止委員会・身体拘束適正化委員会を設置し、必要な体
制の整備（虐待防止のための体制、発生後の検証及び再発防
止策の検討など）に取り込んでいる。また委員会の開催につ
いては形骸化しないための工夫を行っているか。

（設置状況・工夫内容について）
虐待防止委員会・身体拘束適正化委員会については、各年２
回開催しており、実際の事例検討など行い全員周知できるよ
うに行っている。

□
虐待防止及び身体拘束等の適正化のための研修をそれぞれ年1
回（合同開催可）以上実施し、障害者虐待及び身体拘束にあ
たる言動や、その防止のための措置についてすべての従業者
が適切に理解しているか。

（研修会等の実施状況について）
会社での虐待防止及び、身体拘束のマニュアルがあり、研修
の際は、全職員対象に閲覧後のレポート提出を義務付けてお
り、徹底した対応を行っている。

□
万が一、虐待（疑い）事案が発生した場合には、すみやかに
通報・報告を行い、事実確認や再発防止に取り組んでいる
か。

（取組実績について）
虐待疑いが発生した際は、通報義務があることの周知ポス
ターの設置があり、随時対応できる対策がなされている。

□ 事故・ヒヤリハット発生時の職場内の連絡・報告体制を定
め、職員に周知しているか。

（連絡網・体制状況等について）
報告書に関して、全職員入社時に周知しており、過去の内容
が閲覧できるファイルの設置や都度回覧にて周知徹底してい
る。

□  事故・ヒヤリハット発生後に、原因究明や再発防止に係る職
場内での協議を行い、職員間で共有しているか。

協議し対策案を乗せた上での周知を行っている。

□  必要に応じ、適切に家族に連絡しているか。

ご家族様報告及び、相談員様にも発生後速やかに報告してい
る。

□ 市への報告を要する事故については、適切に事故報告書を提
出しているか。

（実績等があれば）
市や援護地に確認の上で、各種報告を行っている。

□ 同一法人内で発生した事故及び虐待については、情報共有を
行い、法人全体で運営の改善に取り組んでいるか。

（取組実績について）
全体会議を月一度行っており、その際に全国での事故報告の
共有や重大事故の報告が行われている。

□ 成年後見制度等の活用、家族等の役割分担等により、利用者
の金銭を預かる必要のない体制づくりに努めているか。

原則の預かりは行っておらず、やむを得ない場合を除いて
は、各代理人による管理をお願いしている。

□
利用者の金銭を事業所で管理せざるを得ない場合は、預り金
規定を作成し、事業所内で2人以上の職員が確認する体制を整
備しているか。

（体制状況について）
事業所管理の場合、統括マネージャー以上の権限があるもの
が管理している金庫にて保管、所在を把握している者は、管
理者とマネージャー、及びその上の者となっている。

□ 金銭管理については、事業所内での適切な管理体制に加え
て、適宜、本人・家族・後見人等に確認を得ているか。

契約時に、預かり物兼受領証を交わしており、その中での出
し入れ時の確認及び、返却時にも同様の書類にて管理されて
いる。

□ 緊急利用のニーズに対応できる体制を整備しているか。

（緊急体制状況について）
ご本人様とご家族様にて見学頂き、ニーズの聞き出し及び納
得の上利用いただいている。

□
入居前に、利用者の障がい特性、衣食住に関する注意事項、
服薬状況等を確認し、個別のニーズに応じた支援体制を確保
しているか。

（取組実績について）
見学対応時に、フェースシート及びアセスメントシートの聞
き取り作成を行っており対応している。

□ 緊急時等に関係機関と相談・連絡できる体制を確保している
か。

（体制状況について）
緊急連絡先の記入をお願いしており、事前に話し合いを行っ
ている。

□ 継続して入居しているほかの利用者の処遇に支障がないよう
配慮しているか。

（どのような配慮があるか）
ご利用前に特性等確認し、配慮できる環境を整えている。

□ 短期入所の受入れを行っているか。 実人数（   ９ 名）平均利用人数（    ９名）

短期入所
の実施状
況

事故対応
の体制

金銭管理
の体制

入浴については週2〜3回を理想とするが、個人による

□実際に対応した具体的な苦情内容について
他害のある方⇒病院へ入院⇒契約内容を理由に苦情

□委員会のメンバー、議事録の確認
年2回実施。
管理者、世話人、看護師等：4〜5人
議事録は現地にて確認済

□レポート提出内容について
現地にて確認済

□虐待が発生した際の対応フロー、マニュアルの確認
別紙参照

□やむを得ない場合の想定されるケースは
□管理する人数の確認：2名
□金銭管理をしている利用者の数： 2 人
（管理体制の確認）
職員は基本的に触らない
預かりがメイン⇒入出金はなし。月2回記帳
管理者記帳後、マネージャーが確認するダブルチェック
キャッシュカード、郵貯、銀行印、マイナンバー
については統括マネージャーのみ管理

□事故発生時の対応マニュアル等の確認
別紙参照

□相談・連絡ができる具体的な関係機関の確認
相談できる事業所がないことが悩みとのこと
GHで解決できない時は相談員へ話す

□いつの時点での受入れ人数なのか
受入のタイミングが合えばいつでもOK
3か月後まで予約可能としている
※現実的には1か月単位で予約

□緊急ショートで預かった利用者数の確認
なし。
足利、栃木市⇒災害、親の死亡による受入実績あり



 
（ 様式1 ） 

日中サービス支援型共同生活援助実施状況報告書 

 

令和7年6月19日 

下野市地域自立支援協議会 御中 

 

（申込者）ソーシャルインクルーホーム下野仁良川 

所 在 地 栃木県下野市下古山2030-2 

法 人 名 ソーシャルインクルー株式会社 

代表者職氏名 
代表取締役 

松下 展千 

担当者氏名 
柴田 謙一 

 

連絡先 0285-32-6833 

 

 下記のとおり、日中サービス支援型指定共同生活援助の実施状況等について、関係書類を

添付して報告します。 

 

記 

 

１ 事業所名 

ソーシャルインクルーホーム下野下古山 

 

２ 事業所所在地 

栃木県下野市下古山2030-2 

 

３ 事業の開始年月日 

令和3年6月1日 

 

（添付書類） 

 ・日中サービス支援型共同生活援助事業評価シート 
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項目

（資格内容）介護福祉士       
（資格内容）サービス管理責任者（基礎・実践）2名

（資格内容）              
（資格内容）               
（資格内容）               
（資格内容）               

（資格内容）              
（資格内容）               
（資格内容）               
（資格内容）               

身体障害
総数  3人

知的障害
総数  4人

精神障害
総数  10人

難病等
総数   0人

（実配置職員数）        14人
 （常勤換算後）          1.5人

区分6：   １人、区分5：   ０人、区分4：   6人、区分3：   １人、
区分2：   ０人、区分1：   ０人、区分なし：   ０人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：   ３人
主なサービスの種類（生活介護・就労B・デイケア               ）

区分6：    人、区分5：    人、区分4：    人、区分3：    人、
区分2：    人、区分1：    人、区分なし：    人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：    人
主なサービスの種類（                              ）

支援区分

60代以上：   8人、50代：   6人、40代：   ０人、30代：   0人、
20代：   ３人、10代：   ０人

生活支援員
（実配置職員数）          2人

（常勤換算後）           0.6人

【事業所記入欄】

共同生活住居数

10人＋SS１名
10人＋SS１名

2人
20戸

【住居名】
ソーシャルインクルーホーム下野下古山Ⅰ
ソーシャルインクルーホーム下野下古山Ⅱ

【日中】

世話人（2人以上）

1.施設概要

人

ソーシャルインクルー株式会社
ソーシャルインクルーホーム下野下古山

栃木県下野市下古山2030-2
20人

【定員数】

法人名
事業所名
事業所所在地
定員（共同生活援助）
定員（短期入所）

生活支援員（1人以上）

1人
2人

（実配置職員数）          18人
（常勤換算後）         6.7人
（実配置職員数）         5人

（常勤換算後）           4.1人

    令和7年度日中サービス支援型共同生活援助事業評価シート    R7.3.31現在   （様式）

3.利用者の状況

強度行動障害のある者：    ０人

精神障がいのある者：    １0人 男：5人、女：5人

利用者の障害特性等

区分6：   ０人、区分5：   １人、区分4：   2人、区分3：   ０人、
区分2：   ０人、区分1：   ０人、区分なし：   ０人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：  １人
主なサービスの種類（生活介護・就労B・デイサービス              ）

区分6：   ０人、区分5：   １人、区分4：  2人、区分3：   １人、
区分2：   ０人、区分1：   ０人、区分なし：   ０人
グループホーム外で日中を過ごす利用者：   ２人
主なサービスの種類（生活介護・就労B・デイサービス          ）

2.人員配置

管理者
サービス管理責任者

【夜間】

医療的ケアの必要な者：    ０人

年齢

世話人
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項目 ☑ 求められる状態像
【事業所記入欄】

現状及び課題
具体的事例・内容など

□ 利用者の意思及び人格を尊重し、すべての職員が人権意識
を持ってサービスを提供しているか。

年1度の権利擁護の研修を行っており、事務所内での掲示
物において、人権意識の向上を図り、周知徹底を行ってい
る。

□
　
求められる日中サービス支援型グループホーム事業につい
て正しく理解し、適切な運営体制の構築に努めているか。

人員体制を確保し、日中夜間共に１～２名を各階配置して
いる。必要書類等の管理保管を適宜確認及び保管し、法令
順守を徹底している。

□ 業務継続計画（ＢＣＰ）は策定されているか。

（計画内容について）
BCPの作成を行っており、計画内容の確認を随時行ってお
り、変更事項については随時更新している。

□ 障害福祉サービス等情報公表システム（通称：WAMNET)に
て、必要な情報を更新しているか。

（取組実績について）
本社一括管理において、毎年必要事項においての更新と、
確認を行っており、事業所単位でも内容の確認及び、掲示
を行っている。

□
重度化、高齢化のために日中活動サービス等を利用するこ
とができない利用者を積極的に受け入れられる体制（ハー
ド面、ソフト面含む）が整っているか。

（取組実績について）
ソーシャルインクルーの受け入れ態勢として、中度～重度
の障害を持つ方の受け入れをしており、1階2階とも完全バ
リアフリー対応となっている。各種研修にて、介護技術や
支援方法を伝達している。

設備の確保

□
スロープ、手すり、点字、エレベーター、スプリンク
ラー、介護用浴槽、介護用寝台、車いす対応トイレ、オス
トメイト対応トイレなど、利用者の障がい特性や利用者の
重度化、高齢化に配慮した設備環境を整えているか。

（設備図面の提出や設備の分かる資料）
ホーム内バリアフリーを徹底しており、玄関部のスロープ
や2階フロアへのエレベーター完備、各種防災設備の設置
や防災訓練（担当消防署に届け出と訓練依頼）を行ってい
る。

□
従業者の資質向上のため、重度の障がい特性や、高齢化に
伴い発生するニーズ・課題等に対応できる研修体制を整え
ているか。

（実施した研修会等の実績）
障害特性の勉強会は、年に1度全職員対象でレポート提出
型の勉強会を行うと共に、毎月のホーム会議にてご利用者
様の支援内容の見直し検討を行っている。

□
特に、強度行動障害や、精神疾患に起因する不穏時、緊急
時の対応方法（幻覚・妄想、希死念慮、自傷行為等）につ
いて正しく理解し、共有しているか。

（共有方法、共有実績内容等）
下野下古山においては、現在強度行動障害の利用者は居な
いが、会社として必要に応じて資格取得の対応を行ってい
る。精神疾患に関しては、受診医療機関等受診時に連携が
出来る様対応している。

□ 必要な専門性を意識した採用を行っているか。

介護福祉士２名配置しており、支援に関しての伝達や疑問
解消が図れる様、対応している。

□ 職員のストレスマネジメントについて取り組んでいるか。

（取組内容について）
世話人や支援人に対し、年に２度の面談機会を設けている
ほか、随時必要な方に関しては、話し合いの場を管理者及
びマネージャーが対応している。

□ ダブルワーク等の職員の就業体制について適切に把握し、
務時間を管理しているか。

（取組内容について）
面接時に希望勤務可能日の確認を行っており、それ以外で
の希望休も月２～３日設けており、対応行っている。

□ 離職防止、職員定着及び育成のための取組みを行っている
か。

（取組内容について）
入社時研修を行いその後、１カ月の勤務の間にOJT研修を
実施し、分からない事や不安な事を払拭し、職員全体で
フォローできる体制を取っている。

□ 機能低下を防止する取組みを行うなど、利用者ごとの課題
や特性に対応した日中支援を行っているか。

（取組内容について）
基本的にできることに対して、必要に応じ見守りや声掛け
にて、実際に取り組んでいただき、極力残存能力の維持向
上出来る様支援行っている。

□ 日中をＧＨ内で過ごす利用者に対し、どのような日中サー
ビスを提供しているか。

（取組内容について）
昼夜逆転無い様に、時間感覚が薄い方に対しては、定時で
のお茶誘導や声掛け、話し相手や興味のある趣味の物に対
して、提供行っている。

□
外出や余暇活動等によって充実した地域生活が送れるよ
う、利用者ごとのニーズに対応した余暇支援を行っている
か。

（支援活動の実績など）
地域活動（防災訓練や近隣での催し）への参加や近隣での
散歩等ご利用者様の特性に合った活動の参加を行ってい
る。

□
多様な障がい特性による対人関係や集団生活における課題
に対し、利用者の安全安心な空間を確保するための工夫を
しているか。

（工夫内容について）
トラブル防止のために、特性的に相性が悪い方に対して、
生活時間や場所をずらし、お互いのメンタルヘルスを正常
に保てるように配慮している。

□ 利用者の日中活動系サービス事業所等と、必要に応じ情報
共有を行い連携した支援体制を構築しているか。

（連携体制、連携方法、実績について）
毎朝の送迎時の申し送りはもちろん行い受診時の医師から
の指示等必要事項については、書面で共有行っている。

事前確認事項

基本方針

□図面の提出、施設内部確認
別紙平面図参照

人材確保
育成のた
めの取組
み

□具体的な研修内容について
会社独自の研修会を実施（全国統一）
1回/月、日勤、夜勤者同様の研修
業務時間内に研修書類を読み、レポートを提出
※別紙資料参照

□BCPの確認
令和7年5月23日作成

□情報の整合性について確認
ワムネット修正・更新

□勉強会の具体的内容について
年間スケジュール参照
□ホーム会議にての見直し検討の対象者は日勤者？
日勤者・夜勤者　同様のレポート提出

□資格取得者の人数・資格内容について
強度行動障害の研修済

□様式2との人数の相違について
聞取りにより2名配置確認

□処遇改善加算は実施しているか
処遇改善加算あり：ワムネット修正

□OJTの具体的な研修内容について
経験のある職員が新人職員への日々の業務の対応や利
用者の特徴を指導しレポートを提出させている。
□研修を担当する職員の確認
経験のある職員等
□離職率の確認
2年前からで5人程度が離職している

日中支援
の体制

□個別支援計画に落し込みはできているか
介護保険：4人、生活介護：4人、就労B：4人
援護地（下野市）：4人

□生活訓練の実施の有無について確認
定期的な時間で活動
興味のある活動（レクリエーション）を実施（散歩
等）

□地域活動の具体的内容について
地域活動への参加なし
レクリエーションの予算付けあり
散歩がメイン
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□
住まいとして生活を送るための必要な環境を居室に整えて
いる。（例：エアコン、寝具、収納用具、カーテン等）管
理的な印象を与えないよう、利用者の意思を尊重し、利用
者を主体とした日常生活上の支援を行っているか。

（取組実績について）
ソーシャルインクルーとして、エアコンと照明器具の設置
のみで居室の提供をしており、趣味嗜好にあった家具や持
ち込み（危険物を除く）に対しては制限を設けていない。
カーテンに関しては建物の特性として、防炎の物の指定は
行っている。

□  調理、洗濯その他の家事等は、原則として利用者と従業者
が共同で行うよう努めているか。

家事に関しては、利用者様のできる範囲での作業に関して
お願いをしている。しかしながら安全を考慮して、調理に
関しては、怪我や火傷等おきない様職員対応する事や洗剤
等誤飲の危険性のあるものに関しては、立ち会って行って
いる。

□ 家族や地域住民、自治会活動などへの交流機会が確保され
ているか。

（交流機会等の実績について）
ご家族の面会等時間以外の制限は設けておらず、外泊等行
える方に関しては、行っている。

□ 地域連絡推進会議は実施しているか。

（実施状況について）
毎月、全利用者様の相談員や家族、連携している職種に対
し、報告を１度以上行っている。

□ 利用者に対する指定計画相談支援の提供は別法人が行って
いるか。

（別法人等による指定計画相談支援の状況）
別法人等（18）名中（18）名

□ 実習生やボランティアを受入れているか。

（受入人数）
実習生　　　　０名・ボランティア　　　０名
（受入事例）
今後ご利用者様の趣味嗜好等を聴取しながらボランティア
の受け入れ等検討している。

□
 障がい児・者基幹相談支援センター、地域の関係機関と連
携を図ることで、自らの事業所の活動について理解を促
し、バックアップ体制の確保に取り組んでいるか。

（連携内容等について）
近隣の相談支援センター等挨拶活動を行っており、入居状
況や活動状況を伝えており、今後も継続して行っていく予
定。

□
入居前に利用者（及び家族）の意向や特性を十分に確認し
た上で、利用者（及び家族）の意思やニーズに基づいた契
約を行っているか。

入居する上で基本、見学や実調、担当者会議を経て入居に
つなげており、それらに基づいた要綱にてサービス管理責
任者が計画を策定し、それに基づいた支援を行っている。

□

アセスメントやモニタリングの際に、利用者の意に反した
サービス提供や、提供の制限がされることのないよう、障
がい特性に応じた十分な意思決定支援を行っているか。
（話しやすい環境や時間の設定、十分な情報や明確な選択
肢の提供、写真や映像などの本人が理解しやすいツールの
使用、他者からの不当な影響を受けない配慮等の取組み）

（取組実績について）
サービス管理責任者によるアセスメントやモニタリングに
関して、プライバシーの配慮や利用者の理解力等配慮し、
意思疎通難しい方などは、ご家族様や代理人様等に対して
説明をお行い配慮している。

□
他法人の相談支援事業所を利用するなど、多様な視点を取
り入れる仕組みを構築し、閉鎖的な支援とならない体制を
確保しているか。

（体制の内容について）
相談支援事業所に関しては全利用者他法人の相談員とな
り、閉鎖的な環境にはなっていない。

□ 必要に応じ、医師や看護師の訪問等による健康チェックや
医療的ケアを提供できる体制を確保しているか。

（体制の内容について）
訪問看護事業所と医療連携を図っており、24時間体制での
医療的相談や助言を頂ける体制を図っている。

□
通院が必要な利用者については、入居前からのかかりつけ
医への通院継続を担保するなど、利用者主体の医療連携体
制を確保しているか。

（具体的な医療連携の事例など）
原則的に、通院先の変更等は行っていないが、遠方からの
入居等やむを得ない理由の場合においては、事前確認と許
可を行い診療情報提供書を頂き、近隣の医療につなげてい
る。

□ 必要に応じ、身体能力の維持・向上のためのリハビリテー
ションを提供できる体制を確保しているか。

（取組実績について）
訓練や指示が出せる有資格者がいない為、簡単なストレッ
チやラジオ体操等簡略的なものは行っている。

□ 身体機能や障がい特性に応じ、介護食の提供、介護用品の
活用及び十分な見守り等の支援体制を確保しているか。

（取組実績について）
ご利用者様の食形態に合った常食・一口大・刻み・ムース
等の調整が出来、食事の際も見守り、一部介助、全介助等
その方に合った支援を行っている。

□
利用者の嗜好やアレルギーについて配慮したメニューを用
意し、利用者が食事時間を選択できる体制を確保している
か。

（取組実績について）
嗜好アレルギーに対しては、食品会社との連携を図り、代
替品での提供が出来ている。時間に関しては、声掛けを行
い衛生面を考慮し、２時間の保存期間内であれば、変更可
能となっている。

□ 人権を尊重した支援が行われているか定期的に自主点検し
ているか。

（点検方法について）
個人個人の人権を尊重した対応しており、接遇や人権の研
修を年１度行っている。

□
カメラを設置する場合は、目的を利用者及び従業者へ説明
し、利用者のプライバシーに十分に配慮して運用している
か。

（取組実績について）
カメラ設置に関しては、入り口に設置理由と目的の案内を
行っており、プライバシーに対して配慮した設置となって
いる。

□ 必要に応じて成年後見制度等の権利擁護制度を活用し、連
携した支援体制を構築しているか。

（取組実績について）
成年後見制度を活用したご利用者様もおり、都度必要な方
に関しては、相談員と連携し、制度の利用を行っている。

生活環境
の確保

地域に開
かれた運
営

□現地確認
現地確認済

□具体的な自治会活動、交流会の確認
自治会活動への参加・交流会はなし

□地域連絡推進会議の具体的内容について
□地域連絡推進会議の理解について
連絡会議なし。これから計画予定。

□実際の人数は
17名：基準日により異なる

□利用者の趣味嗜好により、どのようなボランティア
の受入れを検討しているのか
受入れなし。
障害者をサポートスタッフとして雇用している。（精
神）：1名

□支援センター等への挨拶はいつ行われたか
今後積極的に相談したい

サービス
の評価体
制

健康管理
の取組

食事の提
供体制

□提供する食事の献立について
別紙参照
□どのように調理し、どう提供しているのか
ムース、ペースト、などは業者に依頼
利用者に合ったサイズに世話人が刻み等を行う
□食事の料金について
一律300円

□相談支援事業所数は
11事業所

□24時間体制の詳細について
ブロッサム　2回/月　24時間
□健康診断の機会の確保について
今後検討していく（協議予定）

□通院サポートの有無について
□同行の有無について
通院サポート、同行あり

人権の尊
重、権利
擁護のた
めの取組
み

□具体的な研修内容について
年間研修スケジュール参照

□相談員とはどのような連携を図っているのか
モニタリング時に相談
□入所当初から成年後見制度を活用している利用者の
人数。入所後に制度を活用した人数の確認
0人



日中サービス支援型共同生活援助運営評価視点 資料4-6

□ 排泄・入浴を伴う介助や、居住エリア等については、利用
者の性自任に配慮した支援体制に努めているか。

（具体的配慮について）
各設備に関しては、扉と鍵が付いており、安全面を考慮し
なくてはならない利用者様に対しては、事前に声掛け等行
い職員が介助している。

□ 苦情に関する相談窓口を設置し、苦情発生時はすみやかに
事実確認を行い、必要な対応及び説明を行っているか。

（対応実績等について）
相談窓口に関して掲示しており、随時お問い合わせのあっ
た内容に関しては、報告書の記載および、必要に応じ各部
署に対し上告行っている。

□
虐待防止委員会・身体拘束適正化委員会を設置し、必要な
体制の整備（虐待防止のための体制、発生後の検証及び再
発防止策の検討など）に取り込んでいる。また委員会の開
催については形骸化しないための工夫を行っているか。

（設置状況・工夫内容について）
虐待防止委員会・身体拘束適正化委員会については、各年
２回開催しており、実際の事例検討など行い全員周知でき
るように行っている。

□
虐待防止及び身体拘束等の適正化のための研修をそれぞれ
年1回（合同開催可）以上実施し、障害者虐待及び身体拘
束にあたる言動や、その防止のための措置についてすべて
の従業者が適切に理解しているか。

（研修会等の実施状況について）
会社での虐待防止及び、身体拘束のマニュアルがあり、研
修の際は、全職員対象に閲覧後のレポート提出を義務付け
ており、徹底した対応を行っている。

□
万が一、虐待（疑い）事案が発生した場合には、すみやか
に通報・報告を行い、事実確認や再発防止に取り組んでい
るか。

（取組実績について）
虐待疑いが発生した際は、通報義務があることの周知ポス
ターの設置があり、随時対応できる対策がなされている。

□ 事故・ヒヤリハット発生時の職場内の連絡・報告体制を定
め、職員に周知しているか。

（連絡網・体制状況等について）
報告書に関して、全職員入社時に周知しており、過去の内
容が閲覧できるファイルの設置や都度回覧にて周知徹底し
ている。

□  事故・ヒヤリハット発生後に、原因究明や再発防止に係る
職場内での協議を行い、職員間で共有しているか。

協議し対策案を乗せた上での周知を行っている。

□  必要に応じ、適切に家族に連絡しているか。

ご家族様報告及び、相談員様にも発生後速やかに報告して
いる。

□ 市への報告を要する事故については、適切に事故報告書を
提出しているか。

（実績等があれば）
市や援護地に確認の上で、各種報告を行っている。

□ 同一法人内で発生した事故及び虐待については、情報共有
を行い、法人全体で運営の改善に取り組んでいるか。

（取組実績について）
全体会議を月一度行っており、その際に全国での事故報告
の共有や重大事故の報告が行われている。

□ 成年後見制度等の活用、家族等の役割分担等により、利用
者の金銭を預かる必要のない体制づくりに努めているか。

原則の預かりは行っておらず、やむを得ない場合を除いて
は、各代理人による管理をお願いしている。

□
利用者の金銭を事業所で管理せざるを得ない場合は、預り
金規定を作成し、事業所内で2人以上の職員が確認する体
制を整備しているか。

（体制状況について）
事業所管理の場合、統括マネージャー以上の権限があるも
のが管理している金庫にて保管、所在を把握している者
は、管理者とマネージャー、及びその上の者となってい
る。

□ 金銭管理については、事業所内での適切な管理体制に加え
て、適宜、本人・家族・後見人等に確認を得ているか。

契約時に、預かり物兼受領証を交わしており、その中での
出し入れ時の確認及び、返却時にも同様の書類にて管理さ
れている。

□ 緊急利用のニーズに対応できる体制を整備しているか。

（緊急体制状況について）
ご本人様とご家族様にて見学頂き、ニーズの聞き出し及び
納得の上利用いただいている。

□
入居前に、利用者の障がい特性、衣食住に関する注意事
項、服薬状況等を確認し、個別のニーズに応じた支援体制
を確保しているか。

（取組実績について）
見学対応時に、フェースシート及びアセスメントシートの
聞き取り作成を行っており対応している。

□ 緊急時等に関係機関と相談・連絡できる体制を確保してい
るか。

（体制状況について）
緊急連絡先の記入をお願いしており、事前に話し合いを
行っている。

□ 継続して入居しているほかの利用者の処遇に支障がないよ
う配慮しているか。

（どのような配慮があるか）
ご利用前に特性等確認し、配慮できる環境を整えている。

□ 短期入所の受入れを行っているか。 実人数（   3 名）平均利用人数（   ３名）

短期入所
の実施状
況

事故対応
の体制

金銭管理
の体制

□やむを得ない場合の想定されるケースは
□管理する人数の確認
□金銭管理をしている利用者の数：2人
（管理体制の確認）
職員は基本的には触らない。
月2回記帳（管理者）
管理者記帳⇒マネージャー確認
ダブルチェックを実施している。

入浴については少なくとも週2～3回を理想とするが、
個人による

□実際に対応した具体的な苦情内容について
利用者の趣味・好みへの対応に対しての苦情

□委員会のメンバー、議事録の確認
年2回実施。
管理者、世話人、生活支援員・サビ管：4～5人
議事録は現地にて確認済

□レポート提出内容について
現地にて確認済

□虐待が発生した際の対応フロー、マニュアルの確認
別紙参照

□事故発生時の対応マニュアル等の確認
別紙参照

□相談・連絡ができる具体的な関係機関の確認
相談できる事業所がないことが悩み
GHで解決できないことは相談員へ話す

□いつの時点での受入れ人数なのか
3人　男：1人、女：2人

□緊急ショートで預かった利用者数の確認
なし



社会福祉法人はくつる会の就労選択支援事業の実施要領について 
                                 
１， 事業目的  障がい者本人が就労先、働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメント 

 の手法を活用して、本人の希望、就労能力や適性等にあった選択を支援する。 

２，対象者   就労移行支援、就労継続支援を利用する意向を有する者及び現に就労移行支援または就 
労継続支援を利用している者 
 

３，運営主体  社会福祉法人はくつる会 
 

４，定 員   １０名 ※国が示す最低定員が１０名であることから。 
           但し、同時期に受け入れる利用者は２名程度を想定 
 

５，職員体制  管理者 鱒渕 泰子 
就労選択支援員 永井 駿太 ※就労継続支援 B 型「工房つばさ」の支援員と兼務 
               就労移行支援事業８年の実務経験有 
 

６，設置条件  同一地域に就労選択支援事業を立ち上げる事業所無き場合、過去１０年間に連続する３年
間に３名以上の一般就労者を出していること。 

        平成２５年２名、平成２７年１名の就労実績   ※現在県障害福祉課に確認中 
 
７，施設設備  就労継続支援 B 型事業所「工房つばさ」を使用 
        作業訓練施設は就労移行支援事業が使用していた部分を使用 
        面談室、洗面所、トイレは就労継続支援 B 型事業所と共用 
 
８，支援方針  厚労省の示す就労アセスメントシートの利用 

本人の希望により工房つばさの３つの作業班（軽作業・農作業・パン作業）に属し標準化
された作業内容に従事することで就労についての基本能力をアセスメント 
多機関連携会議を実施し今後の方向性についてまとめる 

      ◎より高い能力を持つ利用者または必要性に応じて実施する内容を検討 
       施設外実習・・・まほろばの里（清掃業務を体験） 
               若林ファーム（収穫、選別業務を体験） 
       施設内研修・・・販売業務、配膳業務、検品・納品業務等 
       事業所見学・・・市内及び近隣の就労継続支援 A 型、B 型事業所の見学 

最終的な就労アセスメントのまとめを行い関係者に報告 
 

９，その他  就労選択支援によって得られた結果は下野市地域自立支援会議の全体会で半期毎に報告 
 

10，要 望  多機関連携会議を行う際の専門職動員の依頼を事前に行うことと会議室を市庁舎で用意願
いたい。                              

資料 5-1 



社
会
福
祉
法
人
は
く
つ
る
会
 
 
就
労
選
択
支
援
事
業
に
お
け
る
支
援
の
流
れ

軽
作

業
パ

ン
作

業
農

作
業

利
用

開
始

前

利
用

開
始

初
日

見
学

・
概

要
説

明
見

学
・

概
要

説
明

見
学

・
概

要
説

明
就
労
に
関
す
る
希
望
・
ﾆｰ
ｽﾞ

利
用

開
始

2日
目

 
 

 
 

↓
 

 
 

 
↓

 
 

 
 

↓
 

 
 

 
 

↓
ﾘｻ

ｲｸ
ﾙ作

業
鉄

板
拭

き
・

紙
拭

き
野

菜
の

調
整

就
労
に
関
す
る
基
本
的
事
項

野
菜

の
袋

詰
め

洗
い

物
除

草
作

業
遂

行
文

房
具

の
ｾｯ

ﾄ
丸

め
・

分
割

野
菜

の
袋

詰
め

・
安

全
に

作
業

す
る

箱
の

折
り

目
付

け
梱

包
・

電
熱

収
穫

作
業

・
正

確
に

作
業

す
る

ﾎﾞ
ｰﾙ

ﾍﾟ
ﾝの

封
入

成
形

作
業

計
量

・
梱

包
職

業
生

活
商

品
の

選
別

材
料

の
計

量
揚

げ
餅

製
造

・
職

場
の

規
則

を
守

る
野

菜
選

別
・

計
量

ス
ラ

イ
サ

ー
操

作
ﾐﾆ

ﾄﾗ
ｸﾀ

ｰ操
作

・
簡

単
な

書
類

手
続

を
す

る
対

人
関

係
・

同
僚

や
上

司
と

会
話

す
る

・
他

の
人

と
協

力
し

て
作

業
す

る

施
設
外
の
実
習
及
び
見
学
の
必
要
性
に
応
じ
て
参
加

必
要
に
応
じ
て
選
択

就
労
継
続
の
た
め
の
環
境

・
本

人
の

興
味

、
能

力
を

伸
ば

せ
る

作
業

班
に

所
属

・
就

労
継

続
A型

、
B型

見
学

・
本

人
が

挑
戦

し
た

い
作

業
の

実
施

・
ま

ほ
ろ

ば
の

里
清

掃
実

習
・

本
人

の
強

み
・

弱
み

の
確

認
・

若
林

フ
ァ

ー
ム

農
作

業
実

習
総
合
協
同
所
見
作
成

資
料

５
-2

施
設

内
実

習
就
労
ア
セ
ス
メ
ン
ト
シ
ー
ト

関
連

事
業

所
の

見
学

ま
た

は
体

験
実

習
就

労
支

援
員

の
動

き

特
定

相
談

と
引

継
ぎ

就
労

選
択

支
援

員
、

下
野

市
障

害
児

者
相

談
支

援
セ

ン
タ

ー
職

員
、

担
当

特
定

相
談

支
援

専
門

員
、

国
分

寺
特

別
支

援
学

校
職

員
、

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

小
山

、
精

神
保

健
福

祉
士

、
県

南
健

康
福

祉
セ

ン
タ

ー
、

就
労

継
続

支
援

B型
事

業
所

、
就

労
継

続
支

援
A型

事
業

所
、

県
南

圏
域

障
害

者
就

業
・

生
活

支
援

セ
ン

タ
ー

「
め

ー
ぷ

る
」

、
Br

id
ge

職
員

等
の

中
か

ら
対

象
者

の
就

労
選

択
に

必
要

と
さ

れ
る

事
業

所
か

ら
3〜

4名
出

席

３
日

〜
１

６
日

目

多
機

関
連

携
会

議
21

日
目

ま
で

に

販
売
活
動
、
売
上
管
理
、
配
膳
業
務
、
納
品
業
務
等

の
よ

う
な

B型
事

業
の

中
で

は
よ

り
高

度
な

作
業

に
従

事
す

る
事

が
出

来
る

と
判

断
、

ま
た

利
用

者
が

挑
戦

す
る

意
向

の
あ

る
場

合
に

従
事

本
人

と
の

面
談

を
通

じ
て

希
望

・
ニ

ー
ズ

を
調

査

工
房

つ
ば

さ
の

3つ
の

作
業

班
の

中
か

ら
選

択
し

て
も

ら
い

、
実

際
の

作
業

に
従

事
。

就
労

に
関

す
る

基
本

的
事

項
の

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
実

施
。

17
日

〜
26

日
目

 
 

ま
と

め
27

日
〜

28
日

目

・
職

場
へ

の
適

応
、

就
労

す
る

上
で

の
配

慮
事

項
、

家
族

の
サ

ポ
ー

ト
等

53
項

目
に

つ
い

て
確

認

 
担

当
者

会
議

29
日

〜
30

日
目

就
労

ア
セ

ス
メ

ン
ト

を
完

成
さ

せ
、

本
人

、
保

護
者

、
就

労
選

択
支

援
員

、
特

定
相

談
支

援
専

門
員

に
よ

る
会

議
を

行
い

支
援

結
果

を
報

告
。

今
後

の
動

き
を

特
定

相
談

に
依

頼
。

関
連

事
業

所
の

見
学

ま
た

は
実

習
体

験
の

ま
と

め
総

合
判

断
を

利
用

者
と

共
に

作
成

必
要

な
見

学
、

実
習

、
体

験
を

通
し

て
就

労
ア

セ
ス

メ
ン

ト
(案

)の
作

成

施
設

内
で

の
作

業
状

況
か

ら
判

断
で

き
る

こ
と

を
各

作
業

班
担

当
と

評
価

会
議


